
 

 

 

 

 

 

公立学校情報機器整備事業に係る各種計画 
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１．端末整備・更新計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
① 児童生徒数 983 945 945 945 945
② 予備機を含む
　 整備上限台数 1130 1086 1086 0 0
③ 整備台数
（予備機除く） 0 0 945 0 0
④ ③のうち
　 基金事業によるもの 0 0 945 0 0
⑤ 累積更新率 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0%
⑥ 予備機整備台数 0 0 141 0 0
⑦ ⑥のうち
　 基金事業によるもの 0 0 141 0 0
⑧ 予備機整備率 - - 14.9% - -
※①～⑧は未到来年度等にあっては推定値を記入する

（端末の整備・更新計画の考え方）
　更新対象は，GIGA 第１期として令和２年度に整備し令和３年度に使用開始した端末である。令和７年度末
で実質使用期間が５年を経過し、経年劣化による故障や破損等により、常に修理に出している状態の端末が相
当数あることから，令和８年度に全端末の更新を行い，令和９年度から新しい端末を使用する。なお，新たに
整備する台数は，使用を開始する令和９年度の児童生徒数の推定を基にした台数とする。

（更新対象端末のリユース、リサイクル、処分について）
○対象台数：1,130台
○処分方法：小型家電リサイクル法の認定事業者に再使用・再資源化を委託
○端末のデータ消去方法：処分事業へ委託する

○スケジュール（予定）
　令和９年４月 新規購入端末の使用開始
　令和９年６月 処分事業者 選定
　令和９年６月～ 使用済端末の事業者への引き渡し



２．ネットワーク整備計画 

１．必要なネットワーク速度が確保できている学校数，総学校数に占める割合（％） 

＜ネットワークアセスメント実施期間＞ 

令和６年２月～令和６年９月末 

＜対象学校数＞ 

町内全小・中学校 4 校（小学校 3 校，中学校 1 校） 

＜ネットワーク速度が確保できている学校数・総学校数に占める割合（％）＞ 

1 校／4 校 = 25％ 

 

２ 必要なネットワーク速度の確保に向けたスケジュール 

⑴ ネットワークアセスメントによる課題特定のスケジュール 

⇒令和６年 ２ 月から令和６年９月末までネットワークアセスメントを実施しました。 

帯域測定は各小中学校において実施しました。 

測定結果から課題を把握した上で、必要な機器の更新等を行い、その他再度測定しまし

た。 

⑵ネットワークアセスメントを踏まえた改善スケジュール 

⇒課題のある学校については、すでに機器の更新、通信契約の変更等を実施しました。 

⑶ネットワークアセスメントの実施等により，既に解決すべき課題が明らかになっている

場合には，当該課題の解決の方法と実施スケジュール 

⇒十分な通信契約となっていないことが原因として特定されており、高画質画像などのデ

ータ大容量化に伴う通信料増加に対応するためにも大規模学校の通信回線を１０Ｇｂｐｓ 

回線等へ変更する必要性を認識しています。本町で現在供給されていない回線種のため、

供給開始の情報が入り次第変更を検討することといたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．校務ＤＸ計画 

校務ＤＸは、「個別最適、協働的、探究的、主体的な学び」の一体的な充実を支える基

盤であるとともに、教職員の働き方改革にも資することとなります。 

教職員が児童生徒の情報管理、保護者対応、学校内外の様々な連絡・調整業務など、多

岐に渡る校務を担いながらも、児童生徒と直接関わる時間を増やすことが重要な課題で

す。 

これを実現するため、校務全般をデジタル技術の活用によって効率化し、教職員の負担

軽減を図るとともに、教育活動の質を向上・高度化していく必要があります。 

（１）デジタル環境の整備 

教職員に対して１人１台の校務用端末を整備しているほか、各学校に遠隔授業システム

やオンライン教育相談システム等を整備しており、授業形態の幅が広がり、質の高い学び

の提供に寄与していることが認められることから、さらなる活用について引き続き推進し

ていきます。 

また、校務ネットワークは有線接続のみ対応となっていますが、各機体に証明書を導入

するなどの対策を講じた上で無線化し、教員同士が校内どこでも簡単に打合せなどを行え

る環境を目指します。 

（２）クラウドツールの積極的な活用 

Google Workspace for Education を始めとしたツール群やオンラインドリル、保護者連

絡用のアプリ等様々なパブリッククラウドサービスの活用を推進しているところですが、

校務支援システムがオンプレミス型の運用となっていることから、これを将来的にクラウ

ド型に移行し、さまざまなサービスのシングルサインオンに対応させることで、システム

活用をさらに容易にする必要があります。 

（３）連絡事項及び文書作成等のデジタル化の推進 

保護者からの欠席報告や学校行事、イベント等の連絡事項について、学校施設用双方向

連絡アプリケーションを活用し、教職員の負担軽減を図ります。併せて、学校と教育委員

会や保護者との書面の取り交わし等については原則押印廃止に取り組んでいますが、最終

的に押印全廃と業務の効率化を目指します。 

また、授業準備や各種文書たたき台作成等の校務における生成ＡＩの活用について検討

し、ガイドライン等を作成の上、利活用を推進することで、校務の効率化や質の向上等、

教職員の働き方改革につなげていくことを目指します。教職員自身が生成ＡＩの利活用を

通じて新たな技術に慣れ親しみ、利便性や懸念点、児童生徒の学びをより高度化する観点

からも重要であると考えます。 

 

 

 



４．１人１台端末の利活用に係る計画 

（１）１人１台端末をはじめとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿 

個別最適な学びを実現するためクラウドサービスの利用をはじめ、デジタルドリルの活用

や急な休みや不登校の生徒のために授業の映像配信を行っています。 

（２）GIGA 第１期の総括 

令和２年度の後半から１人１台端末の整備と各学校のネットワーク環境の整備を実施

し、ＩＣＴ端末を活用した教育の基盤を構築し、指導者用デジタル教科書の利用や、大型

ＴＶ、プロジェクター、授業配信システム、遠隔合同授業システムの整備等ＩＣＴ環境の

充実を図ってきました。 

一方、頻度は高くないものの時折発生する通信障害への速やかな対応や、ＧＩＧＡ端末

の経年劣化による故障時のスムーズな代替機貸出、修理費用等が課題となっています。 

これらの課題を踏まえ、ネットワーク環境の常時監視体制やトラブル時の対応方法の確

立、予備端末の管理方法の改善などを進めていきます。 

（３）１人１台端末の利活用方策 

学習支援ソフトやＡＩ型ドリルを活用し、児童生徒の特性や学習到達度に応じた学習機会

の提供や児童生徒自身が最適な学習を調整するための支援を行い、「個別最適、協働的、

探究的、主体的な学び」を一体的に進めます。 

さらに、情報活用力向上や情報モラル教育を進めると共に生成ＡＩの活用を進め、社会

の変化に対応できる課題発見・解決学習に取り組みます。 


